
　オラクルのサービスを活用して、DXに
取り組んだ事例が日立物流だ。グループ
企業103社、拠点数761という広大なグ
ローバルネットワークを持つ同社。DXの
一環として、営業所の予算・実績集計シス
テムを構築している。同社執行役財務戦
略本部副本部長の本田仁志氏は、その目
的を次のように明かす。
　「狙いは2つです。まず、社内から単純集
計作業をできるだけ排除すること。従来は
データ管理用のシートを作って各拠点に
配布、月や期ごとに回収して集計するとい
う一連の作業をすべて手作業で行ってい
ました。ここには膨大な単純作業量があ
り、担当者は日々この業務に追われていた
状況です。情報が一方通行のバケツリレー
方式でしたので、データ入力から解析まで
のリアルタイム性も薄い状態でした。
　そしてもう1つは、人的ミス発生リスク

の排除。例えば、担当者がシートに設定さ
れていた数式を削除して数値だけを入力
したり、単純な入力漏れをするなどの人
的ミスが発生した場合には、そのメンテ
ナンスにも相当な労力を割かねばなりま
せん。データ管理を自動化すれば、こうし
た単純作業が減り、ミスのリスクも軽減、
さらにセキュリティー面も強化できると
考えました」
　同社が上記のような課題を解決する
ために選んだのは、「Oracle Fusion Cloud 
EPM」だった。「決め手は、使い勝手のよさ
です。『Oracle Fusion Cloud EPM』は現場
が使い慣れた表管理ソフトとのクラウド
連携が可能。データ分析が柔軟にできる
ことやデータ管理の汎用性が高いことか
ら、全体的に、担当者がストレスなく使い
こなせるツールであると確信しました」
（本田氏）。

　導入による効果を具体的な金額に換算
すると、年間で数千万円に上る。質的な効
果についても、「いわゆる資料作成・まと
め作業からデータ分析へと仕事の軸が移
り、労働時間を有効に使えるようになりま
した。働き方改革の観点からも、限りある
リソースをより戦略的な業務に割けるよ
うになったのは大きいですね」（本田氏）
と、確かな手応えを感じている。
　日立物流は営業所の予算・実績集計シ
ステムと前後して、連結予算・決算システ
ムも刷新した。これによって営業所だけで
なく本社でもデータ集計と管理の自動化
が進んだが、見逃せない効果がもう1つあ
る。データ統合だ。
　「データを統合することは、社内やグ
ループ内で共通言語をつくることと同じ。
先行きが見えない時代においては、メン
バー全員が一体感を持って『最悪の事態
を想定しながら最善のアクションを考え
る』必要がありますが、見ているデータが
それぞれ違えば実現できません。つねに
情報をリアルタイムかつ双方向でやりと
りし、将来の戦略を立てやすい環境を整え
ることが重要だと考えています」
　危機を脱するだけでなく、その先の成長
を見据えてDXを進める。それが、今の日
本企業に求められている姿勢だといえる。

ビジネスの不確実性が高まっているこの
時代、危機感を抱く経営者は少なくない。し
かし、一橋大学大学院国際企業戦略研究科
客員教授の名和高司氏は、「焦りが先行する
と、目の前の危機から逃れるだけで終わる。
今こそパーパス、つまり志を先行させてポ
ジティブに考えるべきです」と指摘する。
「実はDXにおいても、重要なのはこの
パーパスです。シリコンバレーでは、MTP
(Massive Transformative Purpose)、つまり
巨大で革命的な志が大切だといわれます。
おそらく、危機を乗り越えるだけならデジ
タルに頼らずともできてしまうでしょう。し
かし、危機を乗り越えた先を見据えて、ビジ
ネスにプラスのインパクトを生み出したい
と考えるなら、デジタルを使わない選択肢
はありません」（名和氏）
では、企業はパーパスを定めた後、どう
DXに着手すればいいのか。名和氏が推奨
するのは、3段階で進めるやり方だ。
「まずDX1.0では、自社でデジタルツール
を導入し、使いこなし、社内を変革します。
次のDX2.0は、エコシステムの構築。顧客や
サプライヤー、パートナーなど外部人材と
のコラボレーションを行います。そして最後
のDX3.0は、事業モデル変革。例えば、モノ
を売って単発の収益を上げていたビジネス
モデルから、顧客にコト（体験）を提供する

サブスクリプションなどの仕組みへ。時代
に即したマネタイズへ、事業そのものを変
えていきます」（名和氏）
このいずれの段階においても、「難しいの
はX、つまりトランスフォーメーションの部
分」と名和氏は断言する。「とくに大企業や
歴史の長い企業は、デジタルを取り入れや
すいベンチャー企業と違い、既存の仕組み
を生かしながらデジタルを取り込まなけれ
ばいけない。この変革に成功した企業が、
パーパスに近づいていきます」。

オラクル自身も自社製品の「Oracle Fusion 
Cloud ERP」を利用してDXを推進してい
る。同社はパンデミック下における決算を
リモートで実現し、前年度より3日早い決
算発表を行うことができたという。同社の
久保誠一氏は「この取り組みは、継続的な

改革の結果」と解説する。
DXという言葉が生まれる以前から、同
社は社内プロセスの標準化や経営情報の
一元化を進めていた。近年はCloud ERPに
加えて、連結決算/開示、リコンサイル、予
算管理業務を支援する自社製品の「Oracle 
Fusion Cloud EPM」を導入し、更なる決算
早期化と経営管理の高度化を推し進めて
きた。FP&A(経営管理)業務においては、組
織改革や人材育成・教育を強化することで
変革のスピードを加速することができた。
Cloud ERPとシームレスに連動するので、
現場から経理財務、そして経営管理へと企
業内のあらゆるデータを自動かつリアルタ
イムに紐づけることができ、結果としてマ
ニュアル作業が大幅に削減され、意思決定
スピードを向上させることが可能になっ
た。これにより、FP&Aは経営や事業部門と
のコミュニケーションや提言活動を中心と
する業務に変革できたという。
「この不測の時代では、Oracle Cloud EPM
による予測やシナリオ・モデリング機能が
役立っています。機械学習やAIも搭載され
始めており、自動化困難だった業務領域ま
で自動化され、経理財務業務の改革がさら
に進んでいくでしょう」（久保氏）
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